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Abstract: In recent years, public-private partnerships have been promoted to revitalize communities, and a project to open up river 
spaces has been underway since 2011. In considering future developments, it is necessary to take a comprehensive view of the 116 
cases nationwide. Therefore, this study captured project implementation trends and project trends. As a result, it can be said that the 
opening up of river space has become increasingly polarized in terms of use patterns, project schemes, and population attracted, and 
in recent years has been concentrated in suburban areas. 
 
１． はじめに 

近年，公民連携によるまちづくりが促進され，河川

においてもかわまちづくり制度やミズベリングプロジ

ェクトなど地域活性化を目指した取り組みが広がって

いる．そうした中，国土交通省が 2011 年に通達した特

例措置の一般化により，河川空間のオープン化が始ま

り，2023年3月時点で116事例まで活用が進んでいる． 
事例が増えている一方で，全国の事例を対象にした

既往研究は，筆者ら[1]による 2014 年 12 月までの 24 事

例を対象とした分析にとどまっている．また，事例整

理や事業傾向を把握したものは，事例が集中している

地域の局所的な分析にとどまっている．そのため，今

後の河川空間のオープン化の展開を考えていく上で，

現在の全国 116 事例を包括的に捉える必要がある． 
 

そこで本研究では，河川空間のオープン化の実施動

向と事業傾向を利用形態，事業スキーム，到達圏人口

の視点から捉えることを目的とする． 
２． 調査概要 

Table1 に調査概要を示す．本調査では，河川空間の

オープン化活用事例集[2]より，各事例の事業タイプと

して，利用形態及び事業スキームを把握し，到達圏人

口の把握のため jSTAT MAP より徒歩 15 分の範囲を到

達圏人口として算出し実施動向と事業傾向を捉えた． 

 

１：日大理工・学部・海建 ２：日大理工・教員・海建 

Table 1 Survey outline 

Table 2 Case summary 
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３． 実施動向と事業傾向 

Table2 に各事例の概要を示す．河川空間の利用形態

は飲食 1，飲食 2，販売，船舶，イベント・広場，その

他に大別できた．事業スキームは，河川管理者と占用

主体のみの 1 型と占用主体が事業者と利用契約を結ぶ

2 型に分けられ，占用主体が自治体を A，民間企業を B，
協議会を C タイプとした． 
３－１．河川空間の利用形態 

Fig1 に実施開始年と利用形態を示す．事業が開始さ

れた 2011 年の 1 年間で飲食 1 が 9 事例実施されている

ことがわかる．また，イベント・広場では 2016 年の占

用許可期間の変更を契機に，現在の 56 事例まで増加し

ていることがわかる．一方で，飲食 1，2 とイベント・

広場以外の利用を行う事例数は横ばいの傾向にある． 
３－２．河川利用に関わる事業スキーム 

Fig2 に実施開始年と事業スキームを示す．1-B は 24
事例，2-A は 63 事例と，他のスキームに比べ事例が多

いことがわかる．特に，2-A は継続的に事例が増加し

ており，自治体が占用主体となることで事業者選定の

際に公平性，公益性を担保できるため，こうした事業

傾向になっていると考えられる． 
３－３．各事例の到達圏人口 

Fig3 に実施開始年，到達圏人口（以下，人口）及び

利用形態を示す．飲食 1 は比較的人口の多い場所に事

例が集中する傾向にあり，河川区域内を民間企業が占

用し，店舗等の施設を設置する事例が多いことから，

1-B の事例が多く見られた．また，事業が開始された

2011 年より 1-C，2-C の協議会が占用主体となる事例

が見られ，協議会が公共性，公益性の担保を可能とす

る体制が整えられてきたといえる．飲食 2，イベント・

広場は比較的広い河川敷地が必要となることから，人

口が少ない郊外部に事例が集中し，事業者自体が河川

区域内の管理運営を担う 2-A の事例が多くなっている

ことがわかる．また，2013 年以降，2 万人未満の郊外

部でも多く展開され，この時期を契機に，人口 2 万人

を境として事例の集積量が二極化しており，2 万人以

上では飲食 1，2 万人未満ではイベント・広場の利用形

態が多いことがわかる． 
４． おわりに 

本研究では，河川空間のオープン化が実施されてい

る全国 116 事例を対象に実施動向と事業傾向を捉えた．

その結果を以下に示す．①事業開始時は飲食 1 が多く

見られたが，2016 年を契機にイベント・広場が増加し

ていた．②事業スキームは河川区域内の公共性担保の

ため 1-B，2-A が多く見られた．③2013 年を契機に事

例は人口規模で二極化され，2 万人以上では飲食 1 が

多く，2 万人未満ではイベント・広場が多く見られた． 
以上より，河川空間のオープン化の事業内容は都心

部の商業利用，郊外部のイベント利用に二極化し始め

ており，近年では郊外部の河川利用が集中してきてい

るといえる． 
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Figure 2 Cumulative number of business schemes 

Figure 1 Cumulative number of forms of use 

Figure 3 Population served and business type 
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